
① 介護サービス費(１割負担) 
（消費税非課税）    

要介護認定 ２８日の場合 ３０日の場合 ３１日の場合 
要支援 1 ７，００７円 ７，４９２円 ７，７３６円 

要支援 2 １１，２１６円 １２，００２円 １２，３９５円 

要介護 1 １８，６３０円 １９，９４６円 ２０，６０３円 

要介護 2 ２０，７９９円 ２２，２６９円 ２３，００４円 

要介護 3 ２３，０６５円 ２４，６９８円 ２５，５１４円 

要介護 4 ２５，１７０円 ２６，９５２円 ２７，８４４円 

要介護 5 ２７，４０３円 ２９，３４６円 ３０，３１７円 

※ 上記表は、サービス提供体制強化加算（Ⅲ）６単位／日・夜間看護体制加算 9 単位/日・

個別機能訓練加算１２単位/日・生活機能向上連携加算１００単位/月・医療機関連携加算８０単

位/月・介護職員等改善加算Ⅲ１１％を含む介護保険負担割合証の「利用者負担の割合」が１割

の分です。 
※ 「入居者負担の割合」が２割・３割の方については下記表のとおりです。 

介護サービス費（２割負担） 
（消費税非課税）    

要介護認定 ２８日の場合 ３０日の場合 ３１日の場合 
要支援 1 １４，０１４円 １４，９８４円 １５，４７１円 

要支援 2 ２２，４３２円 ２４，００４円 ２４，７９０円 

要介護 1 ３７，２５９円 ３９，８９２円 ４１，２０５円 

要介護 2 ４１，５９７円 ４４，５３８円 ４６，００７円 

要介護 3 ４６，１３０円 ４９，３９５円 ５１，０２７円 

要介護 4 ５０，３３９円 ５３，９０４円 ５５，６８７円 

要介護 5 ５４，８０６円 ５８，６９１円 ６０，６３３円 

介護サービス費（３割負担） 
（消費税非課税）    

要介護認定 ２８日の場合 ３０日の場合 ３１日の場合 
要支援 1 ２１，０２１円 ２２，４７６円 ２３，２０６円 

要支援 2 ３３，６４７円 ３６，００６円 ３７，１８５円 

要介護 1 ５５，８８９円 ５９，８３８円 ６１，８０８円 

要介護 2 ６２，３９６円 ６６，８０７円 ６９，０１１円 

要介護 3 ６９，１９４円 ７４，０９２円 ７６，５４０円 

要介護 4 ７５，５０９円 ８０，８５６円 ８３，５３１円 

要介護 5 ８２，２０９円 ８８，０３７円 ９０，９４９円 

※ 各種加算は必要に応じて算定されます。 
※ 入居者の不在期間(外泊・入院等でまる１日当施設をご不在にされた日数をいいます。外

泊・入院初日と当施設に戻られた日は不在期間に入りません)については、請求致しません。 
※ 介護給付費は、厚生労働省の定める基準に従って変更される場合があります。 



※ 当施設の所在する神戸市は、地域区分「４級地」に区分され、介護報酬単価は、１単位 
１０．５４円で計算されます。この計算法は、介護保険制度改正により、変更の可能性が

あります。 
※ 端数処理を行なう関係上、実際の請求額とは若干の差異が生じることがあります。 
※ 要介護(要支援)認定の有効期間の満了にあたっては、要介護(要支援)認定の更新申請を行

う必要があります。この手続きを行なわないと介護保険の適用が受けられなくなることが

ありますのでご注意ください。 
※ 要介護(要支援)度の変更があった場合には、変更された要介護(要支援)度が効力を生じる

日より、予防給付費・介護給付費も変更となります。 
 

② 介護サービス費(上乗せ介護サービス費) 
当施設においては、介護職員を国の基準(入居者３名に対して職員１名の配置)より多い人

員配置(入居者２.５名に対して職員１名の配置)を行っているため、「上乗せ介護サービス

費」が発生します。 
 

（消費税非課税） 
要介護認定 上乗せ介護サービス費( １ヶ月につき ) 
要支援 1 ７０，０００円 
要支援 2 ７０，０００円 
要介護 1 ７０，０００円 
要介護 2 ７０，０００円 
要介護 3 ７０，０００円 
要介護 4 ７０，０００円 
要介護 5 ７０，０００円 

※ 外泊・入院による不在期間も、国の基準より多い職員配置を維持し、施設に戻られるの

をお待ちするため、上乗せ介護サービス費をいただきます。 
※ 月途中にご入居契約が開始もしくは終了した場合、日割り計算を行ないます。入居開始

から入居された日数分をいただきます。 
 
（２） サービスの提供に要する費用・生活費 

① サービスの提供に要する費用 
 

収入による区分(年収) 
ご本人からの事務費

徴収額(月額) 
自立 

ご本人からの事務費

徴収額(月額) 
要支援 1～要介護 5 

1 1,500,000 円以下 １０，０００円 ８，９００円 
2 1,500,001 円～1,600,000 円 １３，０００円 ８，９００円 
3 1,600,001 円～1,700,000 円 １６，０００円 ８，９００円 
4 1,700,001 円～1,800,000 円 １９，０００円 ８，９００円 
5 1,800,001 円～1,900,000 円 ２２，０００円 ８，９００円 



6 1,900,001 円～2,000,000 円 ２５，０００円 ８，９００円 
7 2,000,001 円～2,100,000 円 ３０，０００円 ８，９００円 
8 2,100,001 円～2,200,000 円 ３５，０００円 ８，９００円 
9 2,200,001 円～2,300,000 円 ４０，０００円 ８，９００円 
10 2,300,001 円～2,400,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
11 2,400,001 円～2,500,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
12 2,500,001 円～2,600,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
13 2,600,001 円～2,700,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
14 2,700,001 円～2,800,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
15 2,800,001 円～2,900,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
16 2,900,001 円～3,000,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
17 3,000,001 円～3,100,000 円 ４３，５００円 ８，９００円 
18 3,100,001 円以上 ４３，５００円 ８，９００円 
当施設を管轄する官庁が定めた料金です。 

※ 当施設を管轄する官庁が定める基準の変更等により、遡って料金が変更される場合があ

ります。 
※ 月途中にご入居契約が開始もしくは終了した場合、日割り計算を行ないます。入居開始

から入居された日数分をいただきます。(１円未満は切り捨てます)入居後の外泊・入院等

による不在期間は日割り計算を行ないません。 
② 生活費 

生活費(介護度に関係なく) 
４８，７６４円(１ヶ月) 

※ １１月～３月までは冬季加算として、１ヶ月あたり２，１６０円が加算されます。 
欠食費用 朝食 106 円 昼食 188 円 おやつ 69 円 夕食 265 円 
３日前までのキャンセルについては、食費は発生しません。 

③ 電気料・水道料 
電気料・水道料 

６，０００円(１ヶ月) 
※ １日でもご利用の場合は全額ご負担いただきます。但し、入院等で１日もご利用になら

なかった場合は０円となります。 
※ 水道料金、電気料金の変動によって金額が改定される場合がございます。 

 
（３） 居住に要する費用 

① 居住に要する費用は毎月分割でお支払いいただきます。 
② 月途中にご入居契約が開始もしくは終了した場合、日割り計算を行ないます。入居開始

から入居された日数分をいただきます。 
③ 外泊・入院等による不在期間も居住に要する費用はお支払いいただきます。 日割り計

算は行ないません。 
④ 退去時に居室の修繕が必要な場合、居室修繕費用を実費にてご負担いただきます。 

 



（４） 合計ご利用料金 

単位:円(30 日で計算) 
上記表の「介護費」1 割負担分は、毎月主に加算されるもの（サービス提供体制強化加算（Ⅲ）6
単位／日・夜間看護体制加算 9 単位／日・生活機能向上連携加算（Ⅱ）100 単位／月・個別機能

訓練加算 12単位／日・医療連携加算80単位／月・介護職員等改善加算Ⅲ11％を計上しています。

実際の請求額とは差が生じることがあります。 
介護保険負担割合証の「利用者負担の割合」が２割・３割の方については料金が異なります。 
 
 
 
 
 
 
（５）有料オプションサービス 
 

種類 単位 料金（税込） 
協力病院以外の受診（送迎・付き添い） ３０分 ３，３００円 
追加入浴（週３回以上の個別希望の介助浴） １回 １，１００円 

 
（６）その他 

① 交通費が発生する事由に関しては、実費にてご負担いただきます。 
② レクリエーション等を有料で企画開催する場合があります。 
③ 物価の高騰、消費税率の変更がある場合、金額が変更になる場合があります。 

 

（７）支払方法 

  毎月、１０日頃に前月分の請求書を発送いたしますので、２７日までにお支払い下さい。お

支払いただきますと、領収書を発行します。 

介護度 
居住に要

する費用 
生活費 

サービスの

提供に要す

る費用 

介護費 
電気料 
水道料 

合計 1 割 
負担分 

上乗せ 
介護費 

自立 
 
 
 
 

70,000 

 
 
 
 

48,764 

10,000～

43,500 
0 0 

 
 
 
 

6,000 

132,940～
166，940 

要支援 1  
 

8,900 

7,582 70,000 211,246 
要支援 2 12,145 70,000 215,809 
要介護 1 20,182 70,000 223,846 
要介護 2 22,534 70,000 224,374 
要介護 3 24,991 70,000 228,655 
要介護 4 27,272 70,000 230,936 
要介護 5 29,694 70,000 233,358 



 お支払方法は、口座自動引き落としとなっております。 

 

５．入退所の手続き 

（１）入居手続き 

（入居の申込み）当該施設備え付けの入所申込書に必要書類を添付の上、当該施設に申込みを

いたします。 

入居と同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。 

            ※居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員と

ご相談ください。 

 

（２）退居の手続き 

①入居者のご都合で退居される場合 

   退居を希望する１か月前までに解約届出書を提出ください。 

   なお、入居者が契約解除予告手続きを行わず退居された場合は、事業者が退居を知った日

から１か月間は契約が継続していたものとし、利用料等の請求をさせていただきます。 

※ ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、当施設を退居することが出来

ます。 

・事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合。 

・事業者が守秘義務に違反した場合。 

・その他介護保険法等関連法令及びこの契約等に定める事項に著しく違反した場合。 

②自動終了 

   以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

   ・事業所が破産した場合、又はやむを得ない事由によりケアハウスを閉鎖した場合。 

   ・ケアハウスが介護保険の指定申請を取り消された場合。 

・入居者がお亡くなりになった場合。 

③その他 

   ・次の事由に該当する場合は、事業所は入居者、身元引受人、その他家族等に対し改善を 

    希望する旨の申し入れを行い、それにも拘わらず改善の見込みがなく、結果として入居 

者に対して適切な介護サービスを提供することが困難であると認めるときは、１か月前 

    に身元引受人に対し文書で通知することによりこの契約を解約することができます。た 

    だしやむを得ない事由が認められるときは、直ちに解約することができます。 

㋐入居者、身元引受人、またはその家族等が、事業所やサービス従業者或いは他の入居

者、その他関係者に対して故意にハラスメントや暴言・暴力等の法令違反その他著しく

常識を逸脱する行為を行ったとき。 

㋑入居者、身元引受人、またはその家族等が、事業所や職員、もしくは他の入居者、そ

の他関係者の生命、身体、財産、若しくは信用を傷つける恐れがあり、且つ事業所が通

常の方法ではこれを防止できないと判断したとき。 

㋒身元引受人またはその家族等が、入居者の施設利用に関する事業者の助言や相談の申

入れ等を理由なく拒否し、或いは全く反応しない等、事業者の施設運営を著しく阻害す

る行為が認められるとき。 



㋓入居者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく２ヶ月以上遅延し、料金を支払

うよう催告したにもかかわらず１か月以内に支払わない場合。 

㋔自立の契約者が明らかに要支援・要介護状態になった場合、要介護認定を受けるよう事業者

が促しているにもいかかわらず要介護認定の申請をしない場合。 

 

・入居者が、自殺企図や自傷行為をする等、自身の生命や身体を傷つける恐れがある場合、

事業所は一時的かつ最低限度の方法による身体拘束等でその防止を試みますが、それに

も拘らず通常の介護方法によってはこれを防止できないと判断した場合、身元引受人そ

の他家族と協議した上でこの契約を解約する場合があります。ただし入居者本人の生命

保護の観点からやむを得ない事由が認められるときは、事業所は直ちに解約することが

できるものとします。 

 

・次の事由に該当する場合は、事業所は入居者、身元引受人、その他家族等及び担当医師

をはじめとする外部医療機関等と十分な協議を行い、その結果入居者に対して適切な介

護サービスを提供することが困難であると客観的根拠に基づき認めるときは、入居者、

身元引受人、その他家族等の希望に拘らず、１か月前に身元引受人に対し文書で通知す

ることによりこの契約を解約することができます。ただしやむを得ない事由が認められ

るときは、直ちに解約することができます。 

㋐入居中、入居者の身体、精神および疾患等の状態変化により、事業者において対応可能

な範囲を超える介護・医療等の行為が必要となったとき 

㋑入居者が医療機関に入院し、退院の見通しが得られた際に医療依存度の高度化等の理由

により、事業者において対応可能な範囲を超える介護・医療等の行為が必要となったとき。 

㋒入居者が医療機関に入院し、３カ月以内に退院の見込みがないとき、または入院後３カ

月経過しても退院できないことが明らかになったとき  

 

・やむを得ない事情により、当施設を閉鎖または縮小する場合、契約を終了し、退所してい

ただく場合がございます。この場合、１か月前までに文書で通知します。 

 

 

６．身元引受人及び第三者後見人に関して 

 （１）身元引受人  

事業所は入居者に対し、身元引受人の設定を求めます。ただし、やむを得ない事情があ

る場合は、事業所はこれを免除することができます。 

 

・身元引受人は以下各号の義務を負います。 

① 入居者自身が意思表示や署名等を行えない場合に、同人の代理人となること 

② 本契約に基づき入居者が事業所に対して負う債務につき、２００万円を限度として、

入居者と連帯して履行の責任を負うこと 

③ 入居者の個別支援計画書等の介護保険関連の書式につき入居者の代理人として署名す

ること 



④ 入居者の急変時など緊急の際の連絡窓口となり、事業所と適宜連携すること 

⑤ 入居者の終末期に関する治療方針等について、家族の代表者として意見を取りまとめ

事業所と適宜連携すること 

⑥ 入居者が疾病等により医療機関に入院する場合、事業者と連携して入院手続きや医療

行為に関する家族としての同意手続等を円滑に進めること。退院時には退院先の決定

等に関するカンファレンスに出席する等、事業所と適宜連携すること 

⑦ 契約解除または終了が決定したとき、予め退去先が決まっている場合を除き、事業者

と連携し入居者の適切な受け入れ先の確保等必要な措置を行うこと 

⑧ 入居者の退去時に居室の残置物等を撤去し原状に回復させること  

⑨ 入居者が死亡した場合の遺体及び遺留金品の引受その他必要な措置をすること 

・身元引受人を変更した場合は、契約書を再度締結することとします。 

 

（２）第三者後見人 

   ・入居者の親族以外の第三者が後見人として契約する場合には適用されません。その場合、 

上記の「身元引受人」とある箇所については「後見人」と読み替えるものとします。 

 

 

 

７．当施設入居の際に留意いただく事項 

  ・面会･･････面会時間は（14：00～16：00）とし、必ず「面会票」に記入してください。 

        所定の時間外での面会をご希望される場合は、予めご相談下さい。 

       ただし、コロナ、インフルエンザ等の感染状況によっては面会方法、時間を変更、 

中止する場合もあります。 

 

  ・差し入れ、贈物等･･････入居者へ食べ物や飲み物、お薬や医療品等を差入れされる際は、 

必ず事前に所定の面会簿に明記し、事務所へご提出頂きますよう 

お願いします（衣類その他物品については申請不要です）。生物等

食中毒を引き起こす可能性があるものにつきましてはご遠慮くだ

さい。誤嚥の危険性が高い固形の食物など、問題がある場合は医療

機関等も交えた協議の上、お断りせざるを得ない場合もありますの

でご了承ください。 

・外出、外泊･･････外出、外泊の際は、「外出・外泊届」に記入し提出して下さい。 

         基本、入居者本人単独（自立・要支援者除く）での外出は認めておりませ

ん。原則、身元引受人の方から許可をもらった方、もしくは施設職員が同

行する場合のみ許可させていただきます。ただし、コロナ、インフルエン

ザ等の感染状況によっては、外出・外泊を中止させていただく場合がござ

います。施設職員以外が同伴し施設外で起こった事故やけがにつきまして

は当施設での責任は負いかねます。 

 

・飲酒、喫煙･･････喫煙は原則禁止となっております。飲酒につきましては、主治医の許可が



あった場合のみ可能となっております。 

 

・設備、器具の利用･････施設内の備品や器具は本来の用法に従ってご利用ください。 

これに反した利用により破損等が生じた場合は、賠償していただく

場合があります。 

 

・金銭、貴重品の管理･････金銭・貴重品につきましては、当事業所で管理は致しかねますの 

で、入居者若しくは家族様で管理していただきますようお願いい

たします。 

尚、紛失などおきましても当事業所では責任を負いかねます。 

 

  ・迷惑行為等 ･･････騒音等他の入居者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 

 

  ・宗教活動・政治活動･･････施設内で他の入居者に対する宗教活動および政治活動はご遠慮く

ださい。 

 

  ・ペット ･･････施設内でのペットの飼育・持ち込みはお断りします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．緊急時の対応方法 

 入居者に容態の変化や事故等があった場合は、医師に連絡する等必要な処置を講ずるほか、家

族の方へ速やかに連絡いたします。 

第１緊急連絡先 

 
氏名 

 

 

住所 
 

 

電話番号 
固定電話             勤務先電話 

携帯電話             その他連絡先 

続柄  

第２緊急連絡先 

 
氏名 

 

 



住所 
 

 

電話番号 
固定電話             勤務先電話 

携帯電話             その他連絡先 

続柄  

第３緊急連絡先 

 
氏名 

 

 

住所 
 

 

電話番号 
固定電話             勤務先電話 

携帯電話             その他連絡先 

続柄  

 

９．事故発生時の対応 

  サービスの提供中に事故が発生した場合は、入居者がお住まいの市町村、家族、第三者委員

等に連絡するとともに、必要な措置を講じます。また、入居者に対して当事業所の介護サー

ビスにより賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償いたします。 

 

１０．損害賠償について 

 ・事業所は、本契約に基づくサービスの実施に伴い、自己の責に帰すべき事由により契約者に 

生じた損害について賠償する責任を負います。 

・事業所は、民間企業の提供する損害賠償責任保険に加入しています。前項規定の賠償に相当

する可能性がある場合は、契約者又は家族の方に当該保険の調査等の手続きにご協力頂く場

合があります 

・入居者は、自己の責に帰すべき事由により事業所に損害を与えた場合、その損害について賠

償する責任を負います      

 

１１．緊急時の対応方法 

身体状況の急激な変化等で緊急に職員の対応を必要とする状態になった時は、昼夜を問わず

２４時間いつでもナースコール等で職員の対応を求めることができる体制をとっています。

救急の対応要請があった時は、サービスの提供・かかりつけ医の診断・救急搬送等、適切な

対応に努めます。 

 

１２．身体拘束の禁止 

当施設では緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他、入居者の行動を制限する行為を

行いません。 

緊急やむを得ない場合とは、身体拘束・虐待防止委員会が、次のいずれにも該当すると判断

した場合とし、身体拘束を行う場合は、職員の周知徹底、具体的内容の記録、本人又は家族

へ説明及び文書により入居者の同意を得たうえで行います 



⑴ 入居者または他の入居者等の生命又は身体に危険が及ぶと判断した場合 

⑵ 身体拘束を行う以外に当該入居者又は他の入居者等の生命又は身体を保護するための手

段がない 

⑶ 身体拘束等が一時的なものであること 

身体拘束・虐待防止委員会は必要に応じ随時開催するものとし、当該身体拘束等が要件のい

ずれかに該当しないと判断された時は、直ちに当該身体拘束等を廃止します 

 

１３．協力医療機関 

   介護型ケアハウスグリーンヒルでは、次の医療機関と歯科医療機関に協力をいただいており 

ます。 

① 協力病院   

医療法人社団顕修会 

      顕修会すずらん病院 住所：神戸市北区鈴蘭台西町２－２１－５  

                    電話：０７８－５９１－６７７６  

② 協力歯科医院  

医療法人社団健昌会 

なかたに歯科クリニック 住所： 神戸市兵庫区駅前通り１－２－１ 

                        アルバビル３階 

電話：０７８－５９９－６４４０ 

 

１４．非常災害対策 

消防法令に基づき防火管理者を選任し、消防設備、非常放送設備、災害・非常時に備えて必

要な設備を設けます。また、消防計画及び消防訓練計画を立て、職員及び入居者が参加する

消火、通報及び避難の訓練を原則として年２回以上は実施します。 

 ・防災時の対応 ･･････別途定める「介護型ケアハウスグリーンヒル消防計画」に対応します。 

・防災設備 ･････自動火災報知設備、火災通報装置、誘導灯 

             非常放送設備、消火器、室内消火栓設備、非常口 

・防災訓練 ･････「介護型ケアハウスグリーンヒル消防計画」に基づき年 2 回実施します。 

・防火責任者 ･････介護老人保健施設神戸彩光園 事務長 今野 博幸 

 

１５．サービス内容に関する相談・苦情 

 （１）入居者からの相談または苦情等に対する窓口、担当者の設置 

① 事業所に受付担当者を配置し来所や電話による相談や苦情の対応に 

       あたる。 

➁ 受付担当者不在の場合はその他従事者が対応し、その後受付担当者に連絡する。 

 

       当施設入居者相談、苦情担当 

     解決責任者  施設長      三宅 悠司 

     受付担当者  生活相談員    中島 雄也  

（電話番号 ０７８－５９５－７７２９） 



 

    第三者委員における苦情受付窓口 

第三者委員  評議員  武山 弘子 

（電話番号 ０７８－５９４－５６３３） 

       

（２）円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

苦情等が確認された場合は、早急に生活相談員が対応し、管理者に報告を行う。対応する

担当者は、管理者の判断により、その者の対応では不適切と考えられる場合は、管理者又

は他の従事者が対応する体制をとる。対応については、入居者等の状況より、電話・訪問・

来所等の方法で苦情の内容を把握し、分析を行う。苦情の原因を明らかにした後には、適

宜その要望や苦情に応じて解決方法を検討し、再度の苦情発生の予防に配慮し、入居者及

び家族に説明を行う。 

 

（３）その他相談窓口 

   当施設以外に、神戸市の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

   ・神戸市福祉局監査指導課 

    電話：０７８－３２２－６２４２ （平日８：４５～１２：００、 

１３：００～１７：３０） 

   ・兵庫県国民健康保険団体連合会 介護サービス苦情相談窓口 

    電話：０７８－３３２－５６１７ （平日：８：４５～１７：１５） 

   ・神戸市消費生活センター（契約についてご相談） 

    電話：０７８－３７１－１２２１ （平日：９：００～１７：００） 

                    （土日祝：１０：００～１６：００） 

 

 

１６．入居者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況 

入居者アンケート調査、意見箱等入居者の意見等を

把握する取り組みの状況 

あり 随時実施 

結果の開示あり 

第三者による評価の実施状況 なし  

 

１７．法人の概要 

社会福祉法人あすか福祉会 

代表者役職・氏名   理事長 素花 源之 

本部所在地・電話番号 長崎県対馬市厳原町田渕９３３番地 

電話 ０９２０－５２－２２９９ 

社会福祉事業 

（１） 第１種社会福祉事業 

     ① 軽費老人ホームの経営 

     ② 特別養護老人ホームの経営 

（２）  第２種社会福祉事業 



① 保育所の経営 

② 放課後児童健全育成事業の経営 

③ 地域子育て支援拠点事業の経営 

④ 一時預かり事業の経営 

⑤ 病児保育事業の経営 

⑥ 老人デイサービスセンターの経営 

⑦ 介護老人保健施設の経営 

⑧ 小規模多機能型居宅介護事業の経営 

⑨ 老人居宅介護等事業の経営 

⑩ 対馬市高齢者生活福祉センターの受託経営 

⑪ 老人短期入所施設の経営 

⑫ 障害福祉サービス事業の経営 

⑬ 認知症対応型老人共同生活援助事業の経営 

⑭ 老人短期入所事業の経営 

⑮ 看護小規模多機能型居宅介護事業の経営 

   公益を目的とする事業 

（１）  居宅介護支援事業 

（２）  訪問看護事業 

（３）  訪問介護員養成研修事業 

収益を目的とする事業 

（１） 駐車場事業 

１８．その他 

この重要事項説明書に定めない事項については、軽費老人ホーム設置運営要綱及び介護保険

法令その他諸法令の定めるところを遵守し、双方が誠意を持って協議のうえ定めます。 

 

令和   年  月  日 

介護型ケアハウスグリーンヒル入居にあたり、入居者に対して契約書および本書面に基づい

て重要な事項を説明し交付しました。 

事業者  住所   兵庫県神戸市北区鳴子３丁目１番 

事業者名 社会福祉法人あすか福祉会 

施設名  介護型ケアハウスグリーンヒル 

（事業所番号 ２８７５００４２２４） 

代表者名 施設長  三宅 悠司      

 

説明者  職名 生活相談員 



     氏名                     

 

私は、契約書および本書面により、事業者から特定施設入居者生活介護・介護予防特定入居

者生活介護についての重要事項の説明を受けたことについてその内容に同意し受領しました。 

 

（入居者）  住所 

      氏名                 

 

（身元引受人）住所 

      氏名                 

続柄 

 

(代筆者)  住所 

      氏名 

      続柄 
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